職場におけるハラスメント防止措置に関する項目
職場における様々なハラスメント行為は、個人としての尊厳を不当に傷つけ、その能力の有効な発揮を妨げるとともに、職場秩序や業務の遂行を阻害する重大な問題であり、組織にとって大きな損失をもたらすものです。
　教職員間のセクシュアル･ハラスメントの防止及び対応については、府立学校を対象としまして、これまで啓発用パンフレットの配布や相談体制の整備などの対策を講じているところであり、今後とも、校内研修をはじめ様々な研修の機会を通じて、教職員の意識の啓発に努め、快適で働きやすい職場環境づくりに努めていく。
　「職場におけるセクシュアル・ハラスメントの防止及び対応に関する指針」及び「職場におけるパワー・ハラスメントの防止及び対応に関する指針」の相談体制の整備に係る部分について、より教職員に理解してもらえるよう、表現等について分かりやすく整理する改定を行い、平成２９年６月３０日付けで府立学校校長・准校長あてに通知したところ。
教職員の業務負担軽減に関する項目
府教育委員会としては、生徒の興味・関心や適性・進路希望に応じた進路選択ができるようにするため、また府立高校においてアドミッションポリシーに適う生徒の選抜を導入したことに対応するため、学校の特色ある取組みなど、可能な範囲で学校の教育活動について情報発信するよう、各校に指示しているところ。
　「学校説明会」「中学校訪問」は、中学生や保護者に対して適切な進路情報を提供できる場として、実施するものであり、ご理解をお願いする。
府立高校の再編整備にあたっては、平成25年3月に策定した「府立高等学校再編整備方針」に基づき、同年11月、平成26年度から平成30年度を対象期間とする「大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画」を策定しました。
　また、大阪府立学校条例第２条において、「教育の普及及び機会均等を図りつつ、将来の幼児、児童及び生徒の数、入学を志願する者の数の動向、当該府立学校の特色、その学校が所在する地域の特性その他の事情を総合的に勘案し、効果的かつ効率的に配置されるよう努めるものとする。」また「入学を志願する者の数が三年連続して定員に満たない高等学校で、その後も改善する見込みがないと認められるものは、再編整備の対象とする。」と規定しています。
　同条例、方針及び計画に基づき、社会のニーズを踏まえた教育内容の充実を図るととも
に、学校の配置について精査し、活力ある学校づくりのための再編整備を計画的に進めていく。
再任用職員の処遇に関する項目
再任用職員の給与については、平成29年度の人事院勧告において、「民間企業の再雇用者の給与の動向、各府省における再任用制度の運用状況等を踏まえつつ、定年の引上げに向けた具体的な検討との整合性にも留意しながら、引き続き、必要な検討を行っていくこととする」とされており、引き続き国の動向を注視してまいりたい。
教員の時間外労働に関する項目
教育職員については、「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法」により、時間外勤務手当及び休日勤務手当は支給されず、教職調整額を支給しなければならないとされており、超過勤務手当支給のご要求に応じることは困難です。

　　ご要求の時間外労働に対する勤務時間の割振り変更を認めることはできません。
教員の長時間勤務解消に関する項目
府立学校においては、平成22年5月に「勤務時間の適正な把握のための手続き等に関する要綱」を策定し、府立学校における教職員の勤務時間の適正な把握に努めているところ。
　平成24年10月から退勤スリットを実施したことを踏まえ、勤務時間管理者である校長が時間外等実績を把握することといたしました。また、１月あたりの時間外等実績が
80時間を超える者に対しては、ヒアリング等を実施し、必要に応じ、業務処理方法の改善に関する指導もしくは助言を行うこととしたところ。
　さらには、平成29年8月に「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」を各府立学校あてに周知し、啓発を行っているところ。
　教員の業務負担軽減については、実態に即した勤務形態の導入等の制度面の整備と学校現場における適切な運用、そして教職員一人ひとりの意識改革が不可欠であることから、学校毎の特色を生かしながら教員の業務負担軽減を進めることができるよう、「府立学校における長時間勤務縮減に向けた取組事例」を、平成　28年12月2日に各府立学校あて周知し、各校の状況に応じた取り組みを促してきたところ。
　今後も引き続き、教職員の業務負担軽減、長時間勤務の是正に向けて取り組んでまいりたい。
教員の長時間勤務の解消に関する項目
長時間労働に関し、「平成30年度府立学校に対する指示事項」の中で安全衛生委員会において、教職員の勤務時間に関する状況を共有し、時間外勤務の縮減方策の取組状況について審議するよう明記するとともに、その旨安全衛生管理者（校長・准校長）に周知し、教職員の健康管理の推進について働きかけているところ。
教員の長時間勤務の解消に関する項目
　教職員の働き方改革、長時間労働の是正は喫緊の課題と認識しています。
　府教育庁では、平成25年3月に「教職員の業務負担軽減に関する報告書」を取りまとめ、「各種調査の見直し」や「実態に即した勤務形態の導入」など、この報告書の「今後の取組み」について、教育庁の関係課が、課題解決に向けた検討を行うとともに、その進捗管理を行ってまいりました。
　また、これらの取組に加え、教職員の「働き方改革」や健康管理の観点から長時間勤務の一層の縮減を図るため、平成28年12月には、業務負担軽減に効果のあった199の事例を全府立学校で共有し、各学校の状況に応じた取り組みを促すとともに、「全校一斉退庁日」及び「ノークラブデー（部活動休養日）」を平成29年1月から試行し、4月から本格実施しているところ。
　今後も、教職員の長時間勤務縮減に向けた対応をさらに進めていく。
　なお、具体的な取り組みを進めるにあたり、勤務労働条件に関わる事項について所要の協議を行ってまいりたい。
教職員の休憩時間に関する項目
学校における休憩時間については、条例等に基づき付与しているところであり、学校職場の実態を踏まえ、適切に運用されていると認識している。
　なお、休憩時間の適切な運用については、「校長は休憩時間を明示し当該時間に取得できない場合には、他の時間帯に与えるなど、適切な対応を取ること。また、取得しやすい環境づくりに努めること。」として各学校に指示しているところ。
教職員の業務負担軽減に関する項目
生徒の自主性、教職員の自発性に基づいて成り立っている部活動は、一方的な職務命令による活動ではないが、学習指導要領において、学校教育の一環として教育課程との関連が図られるよう留意することと明記され、生徒に対する教育的効果も大きいと認識している。
部活動の運営については、平成１４年３月に「部活動の適切な運営について」を、また平成２４年７月に「部活動の位置づけ及び教職員の服務上の取扱いの改訂について」を各学校に通知しており、平日の活動はできるだけ勤務時間内に終えることとし、また週休日の活動については、学校週５日制の趣旨を踏まえ、各学校や地域の実情を考慮して、望ましい活動日数・時間を検討し、計画的に実施するよう指示している。
　また、府立学校においては、教職員の多忙化解消に向けて、「ノークラブデー（部活動休養日）」を平成29年4月1日から実施しているところ。
教員の部活動にかかる負担軽減のため、学校教育法施行規則の一部を改正し、学校職員として位置づけられた部活動指導員を来年度、モデル校10校に各１名づつ配置する予定。
　また、部活動の在り方については、スポーツ庁が今年度末に公表する「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」の趣旨を踏まえ、適切に対応していく。
教職員の健康管理に関する項目
ストレスチェック制度は、職員のストレスの程度を把握し、職員自身のストレスへの気付きを促すとともに、職場環境の改善を通じて、メンタルヘルス不調となることを未然に防止すること（一次予防）を目的としたものです。
　集団分析結果については、厚生労働省の実施マニュアルで、事業所内において制限なく共有することは不適当とされており、一律に公表することは困難です。
府立学校においては、分析結果の共有範囲や利用方法についてあらかじめ各校の安全衛生委員会等で調査審議を行うとともに、必要に応じて職場環境の改善につなげるよう安全衛生管理者研修会等で指導しているところ。
　また、ストレスチェックの結果、医師の面接指導の対象と判定され、面接指導を申出た職員については、医師による面接指導を実施し、実施要綱に基づき対応しているところ。
　今後とも、本制度が適切に実施されるよう、安全衛生管理者をはじめ、教職員へ働きかけていく。
教職員の通勤手当に関する項目

通勤手当については、職員の給与に関する条例等において、職員の常例とする通勤の経路及び方法に基づき算出された運賃等に相当する額により支給することとされていることから、ご要求に応じることは困難。
教職員の研修に関する項目
セクシュアル・マイノリティについては、改訂された「防止指針」の趣旨に沿って、今後とも各学校の実態を踏まえ、セクシュアル・マイノリティの人権も含めて教職員研修を行うよう、指導してまいります。また、12月に管理職を対象とした人権教育課題に関わる説明会の中でもセクシュアル・マイノリティの研修に活用できるＤＶＤ等を周知したところ。
教職員の人事異動の基準に関する項目
今回の人事取扱要領の改訂は、全体として、文言の整理や項目の統合などを行い、簡素化と明確化を図ったものであり、文言として復活は考えていません。
教職員の負担軽減に関する項目
教職員の採用選考につきましては、性別を問わず、適正に行っているところであり、今後とも適正に実施してまいりたい。
　女性の管理職への登用につきましては、「おおさか男女協働参画プラン」におきまして、女性教員の管理職への登用を推進するため、女性教員が学校運営を管理する職務等で経験を積めるようにするなど、人材の計画的育成に努めることとしており、府立学校長に対して働きかけを行っているところ。
また、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく特定事
業主行動計画については、地方公務員法に定められた平等取扱の原則や成績主義の原則を踏ま
え、検討していくこととしている。
評価結果の給与反映に関する項目
評価結果の給与への反映については、平成１９年度から、前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当における勤務成績の判定に活用しており、平成２４年度からは、上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところ。
　なお、大阪府立学校条例で教員の授業に関する評価は生徒又は保護者による評価を踏まえて行うものと規定されたことを受け、授業アンケートを、授業を行う教員の育成に役立てるとともに、その結果を「教職員の評価・育成システム」において「授業力」評価を行うための重要な一要素として位置付けています。
　平成２９年８月には、毎年度、実施している府立学校、市町村教育委員会を対象としたシステムの運用状況の確認に加え、システムに関する職員アンケートを実施し、この度、調査結果を公表しました。
　今後、回答された意見も参考に、引き続き、「教職員の評価・育成システム」がより良い制度となるよう、充実・改善を図っていく。
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